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１．はじめに

　当財団の原子力PAデータベースセンター
では、国民の原子力・放射線に関する情報の
理解促進に資するため、科学技術振興事業団
（JST）の委託を受け、「原子力百科事典
ATOMICA」のデータベースの構築を行って
います。平成１４年度のATOMICAデータ（本
文）へのアクセス回数は、第二四半期から毎
月１０数万回以上となり、本年度総計では１５４万
回以上に及ぶ勢いである。データベースの構
築として新規と更新データの加工、登録とと
もに、用語辞書の整備および利用者からのさ
まざまな問い合わせに対応している。
　ここでは、新規データの内容と最近の問い
合わせ内容について紹介する。

２．データベースの構成

　ATOMICAのデータは、原子力全般におよ
ぶ関連データ、用語辞書などで構成されてい
る。大項目の分類は、エネルギーと地球環境
（関連タイトル２１６件）、原子力発電（１５２件）、
開発中の原子炉および研究炉など（１２０件）、
核燃料リサイクル（１４７件）、バックエンド対
策（９２件）、原子力安全研究（６３件）、基礎基
盤研究および先端的研究（４９件）、放射線利用
（１０８件）放射線影響と放射線防護（２６４件）、原
子力の行政・制度・政策（１５２件）、原子力安
全規制（９３件）、原子力施設の運転状況（１６２
件）、国際協力・原子力関連機関（１６２件）、海

外情勢（１９６件）、Ｑ＆Ａ（１２８件）など１８項目
にわたり、合計２２２５件（平成１４年９月６日現
在）となっている。さらに、例年通り、新規
データとして７０件、また登録済みデータのう
ちから２５０件のデータの内容（本文、図表）を
見直す更新作業を行い、加工が完了次第順次
登録している。用語辞書には１８４５語が登録さ
れているが、今年度も新しい５０語の追加登録
をする。

３．データベースの整備

　１４年度のデータベース整備では、新規デー
タ７０件のタイトルを表１に、新しい用語５０語
を表２に示す。
　主な新規データの内容を紹介すると、大項
目１の「エネルギーと資源」では、地球環境
問題に対する意識の高まりを背景にクリーン
な国産エネルギーの開発と現状を紹介する
「新エネルギーの開発と現状」と２００２年に
IEA（国際エネルギー機関）が２００１年５月に
発表した米国のエネルギー政策をレビューし
た結果を紹介する「IEAによる米国エネルギ
ー政策レビュー」について、大項目３の「開
発中の原子炉および研究炉など」の項目では、
日本原子力研究所で１９９７年から炉概念の概念
を検討し、２０１０年には炉概念の成立性確認の
研究を、その後１０年間は基盤技術を確立し、
２０３０年代での実用化に目途をつける「低減速
スペクトル炉の炉概念」、大項目７の「基礎基
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表１　平成１４年度新規加工データ一覧

タ　　　イ　　　ト　　　ル構成番号No.

天然ガスの特徴と国内生産等０１－０３－０３－０１１

LNGの位置付けと輸入状況等０１－０３－０３－０２２

水力発電０１－０３－０５－０１３

日本の発電電力量と電力供給目標（２００１年７月）０１－０４－０１－１４４

新エネルギ－の開発と現状０１－０５－０１－０９５

水素生産技術０１－０５－０２－１８６

高温ガス炉による水素生産０１－０５－０２－１９７

IEAによる米国エネルギ－政策のレビュ－　�政策の概観０１－０７－０６－０１８

IEAによる米国エネルギ－政策のレビュ－　�エネルギ－と環境０１－０７－０６－０２９

IEAによる米国エネルギ－政策のレビュ－　�エネルギ－効率０１－０７－０６－０３１０

IEAによる米国エネルギ－政策のレビュ－　�電力０１－０７－０６－０４１１

IEAによる米国エネルギ－政策のレビュ－　�再生可能燃料および非在来型燃料０１－０７－０６－０５１２

IEAによる米国エネルギ－政策のレビュ－　�原子力０１－０７－０６－０６１３

IEAによる米国エネルギ－政策のレビュ－　�石油、ガスおよび石炭０１－０７－０６－０７１４

IEAによる米国エネルギ－政策のレビュ－　�エネルギ－研究開発０１－０７－０６－０８１５

環境基本法０１－０８－０１－０２１６

環境影響評価法０１－０８－０１－０３１７

生物の多様性に関する条約０１－０８－０４－１６１８

オゾン層保護に関する条約０１－０８－０４－１７１９

バ－ゼル条約０１－０８－０４－１８２０

砂漠化対処条約０１－０８－０４－１９２１

ワシントン条約０１－０８－０４－２０２２

ラムサ－ル条約０１－０８－０４－２１２３

ロッテルダム条約０１－０８－０４－２２２４

エネルギ－政策基本法０１－０９－０１－０６２５

平成１４年度電力供給計画０１－０９－０５－１８２６

浜岡原子力発電所１号機配管破断事故について０２－０７－０２－１９２７

軽水炉における照射誘起応力腐食割れ（IASCC）研究０２－０７－０２－１９２８

浜岡原子力発電所１号機原子炉下部からの水漏れについて０２－０７－０２－２０２９

低減速スペクトル炉０３－０４－１１－０８３０

六ヶ所低レベル放射性廃棄物埋設センタ－の現状０５－０１－０３－２１３１

原子炉解体技術に関する最近の動向０５－０２－０２－０９３２

ドイツにおける原子力発電所廃止措置計画０５－０２－０３－０３３３

JRR-2の解体計画と現状０５－０２－０４－１１３４

フランス実用再処理施設の廃止措置０５－０２－０５－１０３５

瑞浪超深地層研究所計画０６－０１－０５－１３３６

第４世代炉の概念０７－０２－０１－１１３７
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タ　　　イ　　　ト　　　ル構成番号No.

放射線による植物機能の解明０８－０３－０１－０５３８

植物中の水のイメ－ジング０８－０３－０１－０６３９

環境浄化材料の開発と実用化０８－０３－０３－０３４０

環境の放射線防護に関する世界の動向０９－０２－０８－０８４１

タイにおけるコバルトによる放射線被ばく事故０９－０３－０２－１８４２

スクラップに紛れた放射性物質０９－０３－０２－１９４３

大気放射性核種モニタリングの概要と科学への応用０９－０４－０８－０７４４

平成１４年度原子力開発利用基本計画１０－０２－０１－１２４５

原子力委員会決定（１９８５年～１９８９年）１０－０２－０２－０６４６

原子力委員会決定（１９９０年～１９９４年）１０－０２－０２－０７４７

原子力委員会決定（１９９５年～１９９９年）１０－０２－０２－０８４８

原子力安全委員会の行う原子力施設に係る安全審査等について１０－０３－０２－１１４９

公開ヒアリング等の実施について１０－０３－０２－１２５０

発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対策としてのアクシデン
トマネ－ジメント１０－０３－０２－１３５１

大学における原子力学科と原子力関連施設１０－０４－０５－０５５２

原子力艦の原子力災害１０－０６－０１－０５５３

原子力緊急時支援・研修センタ－１０－０６－０１－１０５４

医用原子力技術研究振興財団１３－０２－０１－３１５５

日本放射化学会１３－０２－０２－１０５６

南極条約１３－０４－０１－１３５７

核兵器の不拡散等をめぐる国際情勢（１９９８年～２００２年）１３－０５－０１－０５５８

統合保障措置１３－０５－０３－２０５９

包括的保障措置協定の追加議定書１３－０５－０３－２１６０

韓国におけるRI・放射線利用の現状１４－０２－０１－０７６１

バングラデシュにおけるRI・放射線利用１４－０２－１０－０２６２

米国カリフォルニア州の電力危機（２０００～２００１年）１４－０４－０１－２９６３

マグノックス炉の廃炉計画１４－０５－０１－１２６４

フィンランドの原子力発電所建設計画１４－０５－０５－０３６５

ウラン燃料の濃縮度は３％～５％ですが、なぜですか？１５－０２－０２－０１６６

貝やクラゲなど海洋生物の流入・付着は発電所にどのような影響を与えますか１５－０２－０３－０４６７

暮らしの中にはどのような放射線・放射能があるのでしょうか？１５－０８－０１－０２６８

放射能単位Ciの由来を教えてください。１５－０８－０１－０３６９

原子爆弾と水素爆弾はどう違うのですか？１５－１５－０１－０２７０
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表２　平成１４年度新しい原子力用語一覧

用　　　語No.

フランス電力公社、フランス電力庁、EDF１

フランス再処理施設、UP1、UP-1２

加速器駆動未臨界炉、加速器変換処理システム３

選択腐食、脱成分腐食４

確率論的安全評価５

原子力エネルギー協会、NEI６

核廃棄物基金７

合衆国濃縮公社、USEC８

集団等価線量９

集団実効線量１０

南海トラフ１１

第４世代国際フォーラム、GIF１２

国際短期導入炉、INTD１３

超臨界圧軽水冷却炉１４

ナトリウム冷却高速炉１５

鉛合金冷却高速炉１６

超高温ガス炉１７

ガス冷却高速炉１８

溶融塩炉１９

身元不明線源、オーファンソース２０

欧州復興開発銀行、EBRD２１

専焼高速炉２２

毒性指数２３

放射性廃棄物安全基準、RADWASS２４

文部科学省非常災害対策センター２５

緊急時対応センター２６

ワシントン条約２７

用　　　語No.

ウィーン条約２８

バーレル、バレル２９

ラムサ－ル条約３０

ロッテルダム条約３１

液化天然ガス、LNG３２

水蒸気改質法３３

水電気分解法、水電解法３４

国際基本安全基準、BSS３５

第４世代原子炉３６

ラジオイムノアッセイ、放射免疫測定法、
RIA

３７

ISプロセス、熱化学法ISプロセス３８

国連開発計画、UNDP３９

シリコンドーピング４０

原子力発電環境整備機構、NUMO４１

戦略兵器削減条約、START４２

カナダ原子力安全委員会、CNSC４３

原子炉科学研究所、原子炉研究所、RIAR４４

解体プルトニウム、余剰プルトニウム４５

包括的核実験禁止条約、CTBT４６

照射誘起応力腐食割れ、IASCC４７

圧電気、ピエゾ電気、圧電効果４８

カーケンドール効果、カーケンドル効果４９

RPS、再生可能エネルギー基準、再生型
エネルギー利用基準、再生可能エネルギ
ー導入基準

５０

盤研究および先端的研究」では、米国エネル
ギー局が２０３０年頃の実用化を目指して提唱し
た原子炉について紹介している「第４世代原
子炉の概念」、大項目１５のＱ＆Ａの項目では、
ATOMICA利用者からの問合せの一つである
「発電炉のウラン燃料の濃縮度はなぜ３％～
５％ですか」、それぞれについて内容を紹介す
る。

３．１　新エネルギーの開発と現状＜０１‐０５‐０１‐

０９＞

　地球環境問題に対する意識の高まりを背景
に、クリーンな国産エネルギーとして新エネ
ルギーの導入拡大が進んでいる。太陽光発電、
風力発電、太陽熱利用、温度差エネルギー、
廃棄物発電、バイオマス発電などの新エネル
ギーは、環境負荷、需要地近接、負荷平準化
などの点でメリットを持つ反面、出力が不安
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定で変動も多い、コストが高い、需要の確保
などでそれぞれの課題を抱えている。現状に
おいては量的に多くは期待できないが、非化
石、非枯渇性、地域分散、需給直結といった
持続可能なエネルギー需給構造の構築に対
し、原理、原則に基づいた魅力的な特性を有
するため、今後最大限の導入促進が推進され
るであろう。

３．２　IEAによる米国のエネルギー政策レビ

ュー�政策の概観＜０１‐０７‐０６‐０１＞

　米国ブッシュ政権が２００１年に発表した「国
家エネルギー政策」に基づいて米国のエネル
ギー政策のレビューをIEAが実施した。この
うち政策の概観に関するレビューの結果をま
とめた。国家エネルギー政策の核心は、適切
な国内エネルギーの供給とその基盤を確保す
ることである。この中では、省エネルギー、
環境保全、再生型エネルギー開発のオプショ
ン、さらに地球環境の連帯によって、集団的
なエネルギー安全保障を強化することについ
ても言及している。米国のエネルギー行政は
エネルギー省が総括し、他の省が分担するほ
か、独自の政策を持つ各州が補完するように
なっている。２０２０年の見通しでは、エネルギ
ー生産が、需要に追いつかなくなるので、連
邦領土内及び大陸棚でのエネルギー資源の探
査、天然ガス、原子力への投資が必要になる
という。レビューチームによると、この段階
でのこの政策は、まだ提案であって２００２年上
下院議員選挙の後に結論が得られるのではな
いかとしている。
　このデータ�政策の概観の他に、�エネル
ギーと環境、�エネルギー効率、�電力、�
再生可能型および非在来型燃料、�原子力、
�石油、ガスおよび石炭、�エネルギー研究
開発と７件が追加された。

３．３　低減速スペクトル炉＜０３‐０４‐１１‐０９＞

　日本原子力研究所では、ウラン資源の有効

利用、放射性廃棄物発生量の低減およびプル
トニウムの有効利用を図るため、これまで培
われてきた軽水炉技術を基盤にして、低減速
スペクトル原子炉の研究炉開発を進めてい
る。低減速スペクトル原子炉は、減速材であ
る水の割合を大幅に減らし中性子エネルギー
スペクトルを高くすることにより、ウラン２３８
からプルトニウムへの転換比を高くした原子
炉である。ここでは低減速スペクトル炉開発
の意義、内外における開発動向、炉概念の特
徴、経済性検討、および研究開発計画につい
て述べる。

３．４　第４世代原子炉の概念＜０７‐０２‐０１‐１１＞

　昨年度に新規データとして加えた「第４世
代原子炉」を解説し、他のエネルギー源とも
競合できる高い経済性の達成を目標とする次
世代原子炉の概念に付いて紹介している。第
４世代原子炉とは、燃料の効率的利用、核廃
棄物の最小化、核拡散抵抗性の確保等エネル
ギー源としての持続可能性、炉心損傷頻度の
飛躍的低減や敷地外の緊急時対応の必要性排
除など安全性／信頼性の向上、及び他のエネ
ルギー源とも競合できる高い経済性の達成を
目標とする次世代原子炉概念である。

３．５　発電炉のウラン燃料の濃縮度はなぜ

３％～５％なのですか＜１５‐０２‐０２‐１２＞

　炉心寸法とウラン濃縮度とは強い相関関係
があり、炉心寸法が大きく採れればウラン濃
縮度が低くて済み、燃料燃焼度を高く採ると
ウラン濃縮度を高くする必要がある。ウラン
の濃縮は濃縮度が高いほどコストが高くな
る。年に一度の定期検査（国の規定）に合わ
せて燃料交換できるのでこれも考慮する。こ
れらのことから、核設計と熱設計を繰り返し
て、国の安全規制に配慮しながら、また民生
用原子炉のため経済性も考えて、炉心設計、
すなわち炉心の寸法、ウラン濃縮度、燃焼度、
出力密度、制御棒配置などが決められる。
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　新しい原子力用語としては、新規データの
なかに現れる語を中心にして、第４世代国際
フォーラム、身元不明線源、原子力安全基準
（NUSS）、国際基本安全基準（BSS）、照射
誘起応力腐食割れ（IASCC）など５０語である。
　
４．ATOMICAへのアクセス状況

　２００２年度のATOMICAデータへのアクセス
回数（本文）は月平均１３万件弱で、特に８月
から以降は１６万から１９万件という数となり、
全体としては毎年着実に増えている傾向にあ
る。
　本年度、本文データの分野別アクセス回数
は、相変わらず「放射線影響と放射線防護」
（アクセス数１９０，４２７）が最も多く、次いで
「エネルギーと地球環境」（１５９，４５４）、「原子
力発電」（１３４，６０３）、「核燃料リサイクル」
（１２３，４７３）、「海外情勢」（１１５，２７３）と続い
ている。しかし、図表データの分野別アクセ
ス回数では、前号でも報告したとおり「原子
力発電」がトップ（アクセス数５４，２２２）で、
「核燃料リサイクル」（３９，７７３）、「エネルギ
ーと地球環境」（３６，１４７）、「放射線影響と放
射線防護」（３２，５９６）と続いている。これら
のことから「放射線影響と放射線防護」のデ
ータは、文章データに対する利用が多いが、
原子力発電、エネルギーと地球環境や核燃料
リサイクルのデータについては、文章データ
と図表データの両方が多く利用されているこ
とが分かる。　

５．利用者の反響

　今年度の問い合わせ数は昨年より少ない
が、それぞれは専門的な質問が多い。そのた
め、正確を期すために知り得た情報に加えて、
それぞれを調査して対応している。その内容
をいくつか紹介すると、
�「自然放射線からの被ばく線量について教
えてください。線量の数値が説明の箇所に
よって違っています」との問い合わせがあ

り、出典の違いによるものであることを説
明した。多くの情報が公開されている現在、
多くの人々を混乱させないような工夫が必
要と痛感する。

�「放射性廃棄物として取り扱う必要のない
廃棄物についての基準としては、クリアラ
ンスレベルの検討が進められているとあり
ますが、具体的な数字はいくらでしょうか。
その値はどの法令で定められているのです
か」、「トンネル掘削による花崗岩（ウラン
などの自然放射性物質を含む）などの廃石
はどの処分すればよいのでしょうか」など
の問合せがあり、産業廃棄物への放射性物
質の混入の騒ぎなどとも関連して関心が持
たれたものと考えられる。

�「昭和５４年７月の中央防災会議決定の“原
子力発電所等に係る防災対策上当面取るべ
き措置について”は、今でも効力があるの
でしょうか」との問い合わせには、関係省
庁へ確認してから「平成１２年１２月５日に当
面とるべき措置は廃止されました」とお答
えした。

�「シュラウドは沸騰水型原子炉で水の流れ
を仕切るために必要とされていますが、加
圧水型の場合は何故必要ないのでしょう
か」ATOMICAデータにBWRとPWRの圧
力容器の違いが説明してある。一連のトラ
ブルが起こったため、一般の人からの問合
せである。

�「米国のBWR延命計画のうち、格納容器の
内部塗装に関する情報を教えてください」
は、ATOMICAデータの「原子力発電施設
の高経年化対策と関連研究」を利用したメ
ーカーからのより詳しい情報を問い合わせ
てきたもので、米国原子力規制委員会
（NRC）のレポートを紹介した。
�これまでにも度々ありましたが、
「ATOMICAの内容が印刷された書籍、
CD-ROMはありませんか」、「和英／英和の
用語集あるいは日本語による説明文の中の
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用語に英語を併記してほしい」との要望、
また「ATOMICAの用語集を地方自治体の
防災関係部署で資料として活用したい」が
あり、今後の課題と考える。
�多くの会社、法人、図書館を含む自治体な
どからホームページにリンクを張らせてほ
しいと許可の問合せ、「某教科書ホームペー
ジ」のリンク集（高等学校の公民科の授業
に役立つHP）にATOMICAを載せる許可願
い、いずれも利用者増加に結びつくもので
期待している。さまざまの情報を効率よく
収集するための手段として、ATOMICAを
役立たせるためリンク張りを積極的に推進
している。

６．あとがき

　原子力百科事典ATOMICAは、インターネ
ットによる公開を始めてから８年が経過し
た。そして、ATOMICAへのアクセスは、本

便りでこれまでに紹介したように毎年順調に
伸びている。しかし、昨年実施した利用者の
アンケートによれば知名度はまだ低い。エネ
ルギーや原子力を取り巻く環境が大きく変わ
っている現在、原子力に係る知識・情報を適
時・的確に、多くの人々に対して提供する
「原子力百科事典ATOMICA」をより一層利
用され、知名度が上がるように忌憚のないご
意見、ご質問をお手数でも下記までご連絡を
いただければ幸いである。

［問い合わせ先］

〒３１９－１１０６
茨城県那珂郡東海村白方白根２－４
（財）高度情報科学技術研究機構
原子力PAデータベースセンター
E-mail：pamail@tokai.rist.or.jp

FAX：０２９－２８３－３８１１
電話：０１２０－６６３８３３（フリーダイヤル）




